
２０３０ビジョンプロジェクト 団体概要

■団体名称

任意団体“２０３０ビジョン”プロジェクト

■活動内容

“２０３０ビジョン”プロジェクトは、日本を未来に希望の持てる社会とするために、一般の市民が
意見を出し合って、「将来の日本をどんな国にしたいか、我々の生活をどうしたいか」の考え方を
纏めて共有し、実現する活動を行っています。

登録メンバーは、学生、民間企業、官僚、ＮＰＯ職員、主婦、議員、学校教員、農業、年金生活者
など幅広いバックグラウンドの６００人ほどです。
２００９年には全部で１４回の検討会を開いて、「教育」「福祉と財政の両立」「食とエネルギー」

「人が活き活きするコミュニティ」「経済のありかた」など、いろんなテーマを検討してきました。
２０１０年１～４月は「未来を創る教育のあり方」にフォーカスして教育を考えて参りました。
２０１０年６月からは、「１人ひとりの持続可能性：くらす、はたらく、いきる」を検討しています。

■沿革
・２００８年 ９月 ＮＰＯ法人“一新塾”塾生プロジェクトとして発足 （スタート時メンバー４人）
・２００９年 ６月 任意団体として独自活動をスタート （ＭＬメンバー１８０人）
・２００９年１２月 「目指す国のカタチ」のアウトライン作成
・２０１０年 １月 第一回フォーラム「未来を創る教育のあり方」開催
・２０１０年 ８月 フォーラム「みんなで支えあう夢の持てる子育て」開催 （ＭＬメンバー６３０人）

■活動実績
≪2009年≫ 日時 参加数
第１回検討会 １月１９日 ２３名 ・全体ディスカッション：課題認識と進め方
第２回検討会 １月３０日 ２９名 ・食料自給率、農業の課題認識、農地確保
第３回検討会 ４月 ２日 ３３名 ・農体験とコミュニティ、温暖化とピークオイル論
第４回検討会 ４月２９日 ３８名 ・農業活性化、都市農業、教育、代替エネルギー
第５回検討会 ６月２８日 ３５名 ・子育て、福祉、教育、人の活き活き、住民の政治参加
テーマ検討会 ７月２９日 １３名 ・「世代間格差・福祉制度・財政赤字」総合ソリューション
ＢＮＪ政策提言 ８月 ２日 －－ ・「世代間格差と福祉制度と財政赤字」政策提言
低エネForum1 ８月 ９日 ３５名 ・ピークオイル論、エネルギーピークの影響と解決策
第６回検討会 ９月 ５日 １７名 ・「世代間格差」の捉え方と解決策の検討
第７回検討会 ９月１２日 ２１名 ・「食とエネルギー」自給率、農家・農地の確保の方法
第８回検討会 ９月１８日 ２２名 ・「人が活き活きする社会」社会像とコミュニティのあり方
低エネForum2 ９月２７日 ３６名 ・「次世代文明における暮し方を科学する」
第９回検討会 １０月 ３日 １６名 ・「福祉と財政の両立」をどうやって実現させるか
第10回検討会 １０月１０日 ４５名 ・「未来を創る教育のあり方」：２０３０年にあるべき教育の姿
第11回検討会 １０月３１日 １４名 ・「経済の全体像」：“経済”の意義と将来シナリオの考え
第12回検討会 １１月２８日 ３２名 ・「目指す国のカタチ」「実現のための方策」ディスカッション
第13回検討会 １２月１２日 １０名 ・「原案の吟味Ⅰ」：「目指す国のカタチ」ディスカッション
第14回検討会 １２月２７日 １４名 ・「原案の吟味Ⅱ」：「具体策の方向性」、「今後の進め方」

≪2010年≫
第一回Ｆｏｒｕｍ １月１７日 ９６名 ・「未来を創る教育のあり方」～若者の声から考えよう～
第15回検討会 ２月１４日 ４５名 ・「未来を創る教育のあり方」～青年期に何を学ぶか～
第16回検討会 ４月１０日 ３８名 ・「未来を創る教育のあり方」～何のために学ぶか～
World Shift Forum ４月２４日 － ・「皆が気持ちよく生きられ希望を持てる社会をつくろう」
第17回検討会 ６月１９日 ３９名 ・「北欧の教育視察から考える、私たちの未来」
第18回検討会 ６月２６日 ２８名 ・「私たち自身の持続可能性」
ＰＵＲＣ共催Forum ８月 ８日 ５６名 ・「みんなで支えあう夢の持てる子育て」

■プロジェクト運営
【代表】 中山 弘



今の日本は多くの人が漠然とした将来への不安を感じているのではないでしょうか。
底が見えない景気、年金、医療介護、減らない自殺、財政赤字、などなど・・・
さらに未来の日本を担う若者は、派遣労働、増えない年収、進む未婚化と少子化・・・

日々失われ続けている「輝ける未来」を取り戻すためには一人ひとりの想像力を取り戻し、
人との対話から新たな価値を創造していくことが大切だと考えます。

そこで、世代や領域を超えて皆が知恵を出し合い、未来に希望を持てる“２０３０年の国のありたい姿”
を考えて共有し、実現に繋げていきたいと思います。

２０３０ビジョン

国のありたい姿

目指す姿を
共有しよう

日本が抱える課題

・財政赤字 ・経済低迷
・少子高齢化 ・医療崩壊
・食料/エネルギー低自給率
・教育 ・地球環境問題 etc.

ビジョンがあれば、
① 皆のベクトルがそろい、判断がぶれなくなる。
② 夢と希望が出て、意欲が高まる
③ 難しい状況を切り拓くよりどころができる

「２０３０ ビジョン」プロジェクト のご紹介

一般国民（生活者）の視点で知恵を出し合い、誰もが未来に希望を持てるような

“２０３０年の国のありたい姿”を考え、広く共有するとともに実現してゆく活動です。

■プロジェクトのゴールは？

●将来の国のありかたを広く国民の間で共有すること。

●取組みの方向性を政治や行政に反映すること。

プロジェクトのメンバーは老若男女多岐にわたっています。

希望の持てる未来を作りたい！という気持ちのある方でしたらどなたでも参加可能です。

■プロジェクトの活動内容は？

未来を予測する最もよい方法は、未来を創り出すことである。
― デニス・ガボール

シンポジウム／フォーラム

検討会
２ヶ月に１・２回ほど開催

フリーミーティング
月１回ほど開催

このギャップを
埋めていこう！

新しい
価値観

テーマ別にフォーラムを開いて
解決すべき課題を共有するとともに
目指す方向性を考えていきます。

テーマを決めて自由討論することで
「どうにかならないか？」から
具体的な方法をともに考えていきます。

一人ひとりの日常生活から考えた疑問を
いろいろな人たちと語り合い、
それを共有し、刺激を受ける場です。

STEP １

STEP ２

コンセプト

具体論

（１／６）



１．日本が抱えている課題は何か？

⑤社会システムの崩壊

教育の崩壊 医療の崩壊

・医師不足

・病院閉鎖

・救急医療崩壊

・教員力不足
・学ぶ力低下

？！

年金破綻 格差拡大

・所得格差

・地域格差

・産業間格差

・世代間格差

相対貧困率 ＯＥＣＤ ２位

・受給年齢 引上げ

６０歳⇒６５歳⇒？

・若者の年金不信

２０代若者の １／２ 未納

下がり続ける自給率 ⇒輸入が止まったら食が危ない

《補足》②食料：安全・安心な食の確保

日本の食糧自給率４０％（カロリーベース）

①借金：財政赤字
・右肩上がりの財政赤字
・毎日２６０億円が国債利払いに消える ⇒本来、借金は減らすのが当たり前ではないか？

②食料自給
・カロリーベース ４０％
・食料生産、流通、貯蔵、加工のエネルギー消費を考えると、実質自給率はさらに低い
・農業従事者の ６５歳以上人口割合は６割を超えた ⇒農地と後継者確保が緊急課題

４％と極めて低い
エネルギー自給率

日本

100%

輸入が止まれば
ライフラインも
止まる日本

《補足》③資源：エネルギーの確保

原子力を
含めても１８％

諸外国とのエネルギー自給率対比

③エネルギー自給
・自給率 ４ ％ （原子力を加えても１８％）
・温暖化対策＋エネルギー安全保障の観点で 低エネルギー化がＭＵＳＴ

④少なすぎる人への予算
・家族関係支出は 本来１０～１５兆円でも良いレベル

日本の国家財政歳入 歳出

歳入の３０％は国債（借金） 歳出の２５％は借金返済

利払 9.5 兆円（１日 260億！）

財務省ＨＰより

±4.5兆円の赤字

本来、歳出を削減し公債借入を減らすべきだが、努力が足りない

《補足》①借金：財政赤字

出典：財務省 ＨＰ

国の借金＝５５４兆円

国＋地方＝７７８兆円

ＧＤＰ

ＧＤＰ≒５００兆円
で横ばい

経済は伸び悩む中で
債務残高は右肩上がり

ＯＥＣＤ各国の中で
他に例のない借金大国

《補足》①借金：財政赤字

日本の債務残高とＧＤＰ

フランス並み
なら１５兆円

日本現状
４兆円

《補足》④ 低すぎる日本の家族関係支出

日本はわずか ４兆円
⇒フランス並なら １５兆円

ＧＤＰ比率
日本 ０．８％
フランス ３％

（２／６）

⑤社会システム崩壊
・教育、医療、年金、雇用、格差 ・・・人の生活の基本が蝕まれていく



２．どのように課題を乗り越えて希望の持てる社会とするか？

社会のムーブメントを起こす

賛同者を拡げる

世の中

皆の力を結集して
国家ビジョンを定め
広く世の中で共有する

2030

想いのある人たちが結集して

“2030ビジョン”を作る

人々の意識が変わる

政治・行政が変わる

４．どのようにしてビジョンを共有していくか？

市民・メディア

政治家・政党

どのようにビジョンを描くか？

①ありたい姿から発想する ②将来を担う世代の意見を反映

③民間発のビジョン提言 ④民間企業の手法で検討

●バックキャスティング

●ベンチマーキング

（彼我比較）

●目標ありきの計画作り

目標⇒ [ 施策＝予算]

●間接部門の効率化

●若い世代の意見を尊重

幅広く生活者の意見を集める
・タウンミーティング
・ネットコミュニティー

●国民の総知を結集

２０３０

２００９

・高校生、大学生
・２０代、３０代

2030年には
４０～６０歳

将来像を定めて、
現在の施策を考える

３．どのようにビジョンを描き共有するか？

◆皆の力を結集して国家ビジョンを定め、広く世の中で共有する

①ありたい姿から発想する

・「バックキャスティング」 ・・・ まず将来像を定める ⇒その上で現在の取り組むべき施策を定める

②将来を担う若い世代の意見を反映

・現在の２０代・３０代の、２０年後にどういう国にしたいかという意思を反映する。

③民活発のビジョン提言
・想いのある人たちが結集してビジョンを考え、世の中に広めていく

④民間企業の手法で検討

（３／６）

◆皆が共有できるビジョンを描く。

課題を解決していくためには、将来のありたい姿を
明確にし、共有することが大切です。まずどういう社会
を目指すかという姿を描き、その上で具体的な到達目
標を描き、実現に向けたロードマップとマイルストーン
を定める。
そのアプローチとしては、まず民間発で「目指したい

国のカタチ」を考えていき、検討が進んだところで、政
府や行政も一緒になって纏めていくようにしたい。

①国のカタチを変えるには２０年は必要
社会構造の変革やエネルギーソースの転換、
人々の意識改革も含めた抜本的な変革を成し遂
げるには１０年では足りず、４０年先では遅すぎる。

②２０３０年には新しい世代が国を動かす。
社会のリーダーがゆとり世代や団塊ジュニア世代
に移行する。団塊世代は引退し、日本のパラダイム
が価値観を含めて大きく変化する。

③２０３０ターゲットの先行例が多くある
「日本２１世紀ビジョン」、「持続可能な滋賀社会ビ
ジョン」、「新国家エネルギー戦略」など。

なぜ２０３０年なのか？
①変革には２０年は必要だ ②リーダーが団塊⇒団塊Ｊｒ．

スウェーデン政府
２０２１国家目標
1999 年策定（２２年前）

１０年先では早すぎ
４０年先では遅すぎる

http://www.pref.nara.jp/kodomo/jisedai/03-01.htm

③ 2030ターゲットの先行例多い ④ＰＪリーダーのライフワーク

2005 年
内閣府発行
２０３０ビジョン

マクロ経済発の
右肩上がりの
ばら色ストーリー

（楽観的な延長未来）

2003年以来
２０３０ビジョン研究

③ 2030ターゲットの先行例多い ④ＰＪリーダーのライフワーク

2005 年
内閣府発行
２０３０ビジョン

マクロ経済発の
右肩上がりの
ばら色ストーリー

（楽観的な延長未来）

2003年以来
２０３０ビジョン研究

2000 2030

団塊

団塊

団塊Ｊｒ．

団塊Ｊｒ．

社会を変革していくためには、
どのような社会を構築したいかという
「ビジョン」を持つことが必要である

将来ビジョンの必要性

VisionVision ：どのような社会か

PassionPassion ：情熱＋PassionPassion ：情熱＋

MissionMission ：実現のための使命MissionMission ：実現のための使命

ActionAction ：行動ActionAction ：行動

ビジョン

戦略

計画

施策

民間企業

ビジョン

戦略

計画

施策

民間企業

ビジョンなき企業が永続し難いのと同様に
ビジョンなき国家も存続し難いのではないか？

国家

ビジョンがあれば、
①皆のベクトルがそろい、判断がぶれなくなる。
②夢と希望が出て、意欲が高まる
③難しい状況を切り拓くよりどころができる

◆なぜ２０３０年か



４．２０３０年に向けての課題は何か？

2005 ⇒ 2030
■総人口

■生産年齢人口

１億2,777万人 １億1,522万人 ▲ 9.8 ％⇒
8,442万人 6,740万人 ▲ 20.2 ％⇒

・2005年までは総務省統計局「国勢調査」、
・2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口
（平成18年12月推計）中位推計」

出典：将来推計人口（平成18年推計） 厚労省将来への視点 ①人口減少

図１－１－５出生数及び死亡数の将来推計

http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2008/zenbun/html/s1-1-1-02.html出典： 平成20年度高齢社会白書 厚生労働省

出生数はどうなるか？出産

出生率≒１．３ レベルが続くと、
出生数は １１０万人→ ７０万人 （２０３０年）に

いっぽう 死亡数は １６０万人 に

①人口減少

・２０３０年 人口 １０％減 生産年齢人口２０％減

・出生率≒１．３レベルが続くと 出生数 ７０万人 ≒現在の２／３ ＜＜死亡数１６０万人

⇒何も手を打たないと、子どもの姿が少ない異様な寂しい社会になる

ローマクラブが

３６年前に提唱した

「成長の限界」の警鐘は

現実味が増している

2030
▲

2008
▲

1972
▲

2008年
・汚染は進行し
・資源は枯渇が懸念され
・食糧危機が目前に迫る

2030年
・どういう社会となるかは

我々の今の選択による

将来への視点 ②成長の限界が現実のものに

出典：「成長の限界」 1972
ローマクラブ「人類の危機」レポート

経済の成長には、エネルギーが不可欠だが、
ＣＯ２排出量削減との両立は困難 ＆供給の制約

バランス型の新たなシナリオが必要となる

「右肩上がり経済シナリオ」からの脱却が必要だ

将来への視点 ③エネルギー価格高騰/入手難

医療・福祉費用が８０兆円レベルに

社会保障費が増える

2025

将来への視点 高齢化：／社会保障

出典： 平成18年度高齢社会白書

今

高齢者 ：独居老人の増加

２００万

2025

今
独居老人数
３８６万人 → ７３０万人
（2005） （2030）

結婚はどうなっていくのか？結婚

2005
生涯未婚率 男性 １６％

女性 ７％

３０％

２０％

１０％

2010 2020 2030

2030（予測）
３０％
２０％

このままでは ２０３０年 男性の３割 女性の２割 が生涯独身に・・・

○このままでは晩婚化が進み、
生涯未婚率 男子３０％ 女子２０％に

○高齢化が進展し
独居老人が ２倍に

⇒何も手を打たないと
一人暮らし世帯が多く、寂しい社会になる

②成長の限界が現実化してくる
・食料、水が世界的に不足する
・気候変動、環境破壊の進行

③エネルギー需給バランスが崩れ
エネルギー価格が高騰し、入手が難しくなる

安心して結婚し子どもができて、皆で楽しく
暮せる社会を目指すべきではないか？

⇒何も手を打たないと
日々の生活を維持することが大変になる

足るを知り、もったいない精神で、互いに助
けあう社会を目指すべきではないか？

（４／６）



５．どのように実現していくか？

★キーコンセプト その１

危機をチャンスと捉え産業構造を変革する

●金融危機

● ｴﾈﾙｷﾞｰ危機

●地球温暖化

●食糧危機

●財政赤字

●少子高齢化

１次産業の再生

省エネ産業の強化
自然エネ産業の発展

運輸業の効率化
流通業の効率化

金融業の縮小
不動産業の縮小

政府間接部門の縮小

児童/教育の拡充
医療/福祉の充実

産
業
構
造
の
再
編
成

国
家
予
算
の
再
編
成

・人
・モノ
・金

《危 機》 《取組みの方向性》

★実現のコンセプト その２

効率優先を見直し 人と自然が元気になる

“経済”とは “経世済民”

すなわち
“世を經（おさ）め、民を濟（すく）う”

“ Economy ”の本来の意味は

“家庭の統治における財の扱い方”
・・・“倹約”、“管理”、 “調整” など

同じ Ｅｃｏ－（生態の、環境の）という接頭語を持つ

“Ecology”は “生態学、エコロジー”

しかし現代では、

化石エネルギー使用による大量生産/消費/廃棄と
過度な効率追求により、ヒトが疲弊する不毛の社会 に

目指すのは

“経済”と“環境”の調和
ヒトが主役の
高信頼社会

多
い
↑

個
人
所
得

↓

少
な
い

少ない ← 人数 → 多い

現状：富の偏在

2030年イメージ

★実現のコンセプト その３

富の再配分による社会の活性化が進む

■労働分配率ＵＰ

■累進的税制改革
・所得税率 max 60%
・付加価値税 5 ～25％

（必需品） （その他）

消費底上げ
⇒社会の活性化

■同一労働同一賃金

■ワークシェアリング

■トランポリン型

セーフティネット

貧困層を減らす
中間層を増やす

コンセプト５ 人々の価値観とライフスタイルが変わっていく

公の変化 個人の変化

お上依存マインドから目覚める

無駄の排除
待ち時間を許容する

社会的モラルを高が高まる

互助の精神が大切になる
健康の自己管理 生涯現役

食料廃棄やめる 異型食材許容

半農＋半Ｘ

低炭素ライフの実践
・節電 ・エコハウス化
・自動車⇒電車、自転車

公 私コミュニティー

官庁が軽く小さくなる

食料自給率の向上

省エネの進展
代替エネルギー導入

自動車インフラ縮小
運輸流通業の効率化

児童／教育の拡充

医療／介護の充実

ＮＰＯ・民間が活躍＝共感で繋がるコミュニティ

①危機をチャンスと捉え、産業構造を変革する
○伸ばす分野 農林水産業 環境・省エネ 自然エネルギー 子育て・教育 医療・介護
●縮小分野 土木建設業 中央官庁 運輸・流通 金融・不動産業 重厚長大産業

②効率優先を見直し、ヒトと自然が元気になる
・ “経済”の真の意味を理解し、ヒトが主役の高信頼社会をつくる
・目指すのは“経済”と“環境”の調和

③富の再配分による社会の活性化

・貧困層を減らし中間層を増やすことで消費を底上げ

・同一労働同一賃金、最低賃金の確保、累進的税制改革により格差をなくす

④ 「モノ」から「ヒト」へ投資をシフト

・ヒトが“経済”をつくる

・国の総支出配分を明確に想定し、税による再配分を定める

・生活の基本となる「育児・教育・医療・介護」は誰でも受益できる『現物支給』化

⑤人びとの価値観と
ライフスタイルが変わっていく

・お上依存マインドを脱却し
自らが主体的に行動する

・“公”に期待するだけでなく
“私”としても変化する

・“公”と“私”を繋ぐコミュニティ
を上手に活用する

・ＮＰＯ・ＮＧＯ・地域活動が
人びとの暮らしを豊かにする

（５／６）

実現のためのコンセプト その４

●総支出配分も明確に想定する
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兆円
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00

国内総固定資本形成

政府現実最終消費

政府→家計移転支出

民間最終消費支出

国内総支出

政府支出

総固定資本形成

★１人当たり可処分所得は増える

2030
家計支出想定

2030
家計支出想定

医療

教育

住居

文化

交通
被服
外食

食料

2030
家計支出想定

2030
家計支出想定

医療

教育

住居

文化

交通
被服
外食

食料

2030
家計支出想定

医療

教育

住居

文化

交通
被服
外食

食料

「モノ」から「ヒト」へ投資が移る

政府支出

固定資本形成

民間支出

社会保障費

20
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20
20
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家計最終消費支出

政府→家計移転支出

ヒト

政府支出
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社会保障費
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家計最終消費支出

政府→家計移転支出

ヒト

「ヒト」が経済を作る

コンクリート

ＧＤＰ

医療・介護・教育・・・
人への投資が雇用を生み出す

家計消費支出は維持or 増大

新たな付加価値



●安心できる食材を安定して手に入れることができる

●暮らしや経済の元となる資源・エネルギーがある

●水や空気がきれいで街に緑があふれ、自然が生きている

●国の財政が破たんする心配がない

●犯罪の少ない安心・安全な社会がある

●いじめや自殺が少ない生きやすい社会がある

●戦争がなく、平和が維持される

持続可能な社会

日本に明るい未来を！

皆が希望を持てる

幸せで持続可能な国

・資本主義と 社会主義がバランスした社会
■公平公正で努力が報われる
人を大切にする福祉国家を目指す

・農業の再生、自然エネルギーへの転換
■自給率を高め、循環型システムを導入し
持続可能な社会を目指す

・自国に誇りを持ち、世界に貢献できる
■伝統的な文化や平和思想を大切にし
多様性を認める社会を作り出す

■私たちが考える２０３０年の将来像

●自由なイノベーションが認められる

２０３０ビジョン

世界に認められる国
・平和に貢献
・環境に貢献
・アジア共同体の核

社会をつなぐ価値観を
一緒に考えましょう。

任意団体 “２０３０ビジョン”プロジェクト

代表 中山 弘 ０９０－９６８０－０１５２ 連絡先 2030vision-owner@yahoogroups.jp

くらす

はたらくまなぶ
コミュニティ

６．どのような国のカタチを目指すのか？ （６／６）

●目指す社会の姿を多くの人が考えられる
●社会で役立つ“生きる力”がある
●生涯を通して“学び”が大切にされている

●働くことに喜びがあり、人の役に立っていると感じる
●働くことを通して自分の成長が実感できる
●自分の時間や、人と触れ合う時間がたくさんある

●自分の居場所があり、日々の生活が充実している
●安心して子供を産み育てることができる
●老後を含めて将来に不安がない
●互いに思いやりのある、やさしい社会になっている

７．２０１０年のプロジェクト活動

①人が生きる基本である「くらす」、「まなぶ」、「はたらく」の具体的取組みを検討していきます。

２０１０年 ７月 ２０１１年１月

≪検討テーマ≫

４月 １０月

まなぶ くらす・はたらく・いきる

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆公開イベント

ホームページ http://www.2030vision.jp

★ビジョン発信

全体

Shall We Dance!

②①で考えたものの共有と具体的行動を促進します。

●草の根活動によって、目指す姿に共感する人たちを増やしていきます
●想いのある個人や、市民団体、ＮＰＯ、企業などとともに、具体的取組みが進むように協働していきます。
●政治や行政にも働き掛けて、これらの考え方を受け止めてもらえるように努力します。


